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未届出の工場建物賃貸契約は有効であるか

一、事実経緯

2007年2月、防水製品の製造会社であるＡ社は物流会社であるＢ社と間でＡ社所有の600平米の工場建物をＢ社に倉庫として年間家賃15万元で4年間賃貸する契約を締結した。

2009年3月に入って、Ａ社は家賃を支払わないＢ社に催促したが、Ｂ社は常に資金繰りが困難なので、状況が好転すれば、必ず支払うと約束した。

2011年１月、Ａ社は、家賃の支払を一切に履行しないＢ社に即時家賃支払を求め、さもなければ、在庫の貨物を差押えると通告したにもかかわらず、Ｂ社は、Ａ社の工場建物が登記されず、不動産権利証を有しないこと、建設部の配布の「都市不動産賃貸管理弁法」を盾に、Ｂ社との賃貸契約が不動産取引センターに届出されていないことを理由として、契約は効力がないと主張し、家賃の支払を拒否する。

2011年3月28日、Ａ社はやむ得ず、工場所在地の裁判所にＢ社への提訴を踏み切った。

二、判決の旨

2011年6月8日、裁判所は開廷、双方の主張を審理し、最高裁の「契約法適用若干問題に関する解釈（一）」の第4条の「契約法実施後、裁判所は契約の無効を確認する場合、全国人民代表大会及びその常務委員会の制定した法律及び国務院の制定した行政法規を根拠とすべき、地方法規、行政規章を根拠としてはならない」との規定を適用し、建設部の「都市不動産賃貸管理弁法」は部門規章に属し、契約効力を認定する根拠とすることができないと認め、Ａ社の主張を支持し、Ｂ社に対して未払い家賃の支払及び本件訴訟費の負担を命じ、判決を下した。

三、コメント

１、Ａ社は自社所有の工場建物をＢ社に賃貸し、その工場建物の不動産権利証を取得せず、また賃貸契約を登記しなくても、その効力がなお有効であると認められる。したがって、Ｂ社はＡ社に対してその2年間未払い家賃を支払うべきである。Ｂ社が支払を履行しない場合、Ａ社はその在庫の貨物を差押える権利を有する。当然、差押えの貨物の価値はその未払い家賃に相当するものである。

２、商事行為の中で、取引安全及び効率を守ることを主な原則として、賃貸契約の当事者の間で物権関係を債権関係と区別して対処しなけれなならない。該当契約は当事者の真実意思の表示に属し、法律規定に違反せず、国家、集団及びその他の第三者利益を損害しない場合、不動産権利証を取得しないことは賃貸契約の有効成立に影響しないものとする。

３、工場建物賃貸契約の届出登記は賃貸契約を発効させる要件ではなく、該当登記は権利設定を具有せず、権利証明の作用しか有せず、届出登記は該当契約の第三者に対抗する効力を賦与され、すなわち、登記の賃借人が優先的な購入権を享有するものとする。

４、民事商事行為は有効であるとしても、行政責任、例えば、税収徴収管理によって発生した行政責任を免れることができない。


「中華人民共和国出入国管理法」についての解説
2012年6月30日、全国人民代表大会常務委員会は、「中華人民共和国出入国管理法」（以下、本法という）を審議、可決し、2013年7月1日から実施する。その概要を以下の通り纏めました。

1、 背景

公安部の統計によれば、1980年、中国への外国人入国は74万人回のみだったが、中国経済の急速な発展に伴い、昨年、2711万人回までの増となっている。外国人入国の年10％増によって、不法就労、違法犯罪行為などさまざまな社会治安の問題が生じられた。このような社会変化に適応できなくなる現行の出入国管理法を見直す必要があると2003年10月、全人代の外事委員会の建議を受入れた国務院をはじめ政府関係部門による本法の起草及び修正も度重なり、約10年の歳月を掛け、制定、公布した本法は現時の社会情勢への対応が期されている。
2、 外国人の永住権

本法では、中国経済社会に卓越した貢献またはその他の中国国内永住居留条件を満たした外国人は本人より申請し、公安局の批准を経て、永住居留資格を取得するとする。
3、 外国人の滞在居留期間

本法では、ビザーまたは滞在証明書を所持する外国人の最長滞在期限は180日を超えてはならない。外国人の就業類居留証明書及び非就業類居留証明の有効期間は最短それぞれ90日及び180日、最長5年とし、ビザー延長滞在期限を規範し、すなわち累計してビザーの原の記載した滞在期限を越えてはならないとする。
4、 外国人の就業及び居住許可
外国人は中国境内で就業する場合、規定により、就業許可と就業類滞留証明書を取得しなければならない。いかなる単位及び個人は就業许可及び就業類滞留証明書を取得していない外国人を採用してはならない。
外国人は規定により、就業許可及び就業類居留証明を取得せず、就業許可の限定範囲を超え、中国国内に就業し、外国人留学生は決めた職位範囲または期限を超え、中国国内で就業した場合、非法就業に属する。

本法によって、国家安全、公共安全を守るために、公安機関及び国家保安機関は外国人及び外国機関に対して、ある地域での居住や事務所の設定に制限することができる。許可を得た以外、外国人は外国人の通行制限がある地域に入ってはならない。外国人あるいは外国人留学生を採用した単位は規定により、所在地の公安機関に関連情報を報告しなければならない。

5、 罰則
本法では、外国人のために虚偽の招聘状或いはその他の申請書類の発行に対する罰則を追加したほか、拘留処罰を増設した。

外国人の非法就業に対する罰金を1000元以下から、5000元以上2万元以下までに引き上げる。

入国後、ビザー種類に相応しくない活動に従事した外国人に対して、国際の慣例によって、公安局は期限付き出国を処することができる。公安局の処罰は最終決定であり、国外退去を処された外国人は国外退去した日から10年以内に再入国ができないものとする。

外国企業の責任者が労働者の報酬を支払わず、出国し、責任を逃避する問題に関して、国務院関係部門あるいは省、自治区、直轄市人民政府はその出国停止を決定することができるものとする。
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	施行日

	1
	全国人民代表大会常務委員会の「中華人民共和国出入国管理法」に関する解釈（『重要法規解説』をご参照下さい）
	2013/07/01 

	2
	国家税務総局の税務行政裁量権工作の規範に関する指導意見
	2012/07/03

	3
	財政部の「営業税から増値税課税へ変更するテストの企業会計処理に関する規定」配布についての通知
	2012/07/05

	4
	工業と情報化部の自動車業界の退出メカニズムの作成に関する通知
	2012/07/12

	5
	国家安全生産監督管理総局の危険化学品登記管理弁法
	2012/08/05

	6
	国家知識産権局の国家知識産権局行政復議規程
	2012/09/01
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